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令和５年度沖縄県健全化判断比率審査意見書 

 

 

１ 審査の対象 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第３条第１項の

規定により、令和６年８月21日付け総財第239号をもって審査に付された令和５年度実

質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率（以下「健全化判

断比率」という。）並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査した。 

 

２ 審査の概要 

審査に当たっては、健全化判断比率の算定が、関係法令に沿って正確に行われてい

るか、また、その算定の基礎となる事項を記載した書類が、適正に作成されているか

を主眼として、沖縄県監査委員監査基準（令和２年沖縄県監査委員告示第１号）に準

拠して、その審査を実施した。 

 

３ 審査結果 

審査に付された次の健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類

は、法令に適合し、かつ、正確であると認められた。 

 
 【健全化判断比率】 

  

 

令和５年度 

(％) 

令和４年度

(％) 

比較増減

(△) 

 

早期健全化

基準(％)  

財政再生 

基準(％) 

 

 

 

 

 

①実質赤字比率 － － － 3.75 5.00 

②連結実質赤字比率 － － － 8.75 15.00 

③実質公債費比率 7.4 7.3 0.1 25.0 35.0 

④将来負担比率 24.9 25.9 △1.0 400.0  

  （注）実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、実質赤字額及び連結実質赤字額が生じていな

いため「－」で表示している。 

 

４ 審査意見 

実質赤字額及び連結実質赤字額は生じていないため、実質赤字比率及び連結実質赤

字比率は算定されない。 

実質公債費比率は7.4％で、前年度に比べ0.1ポイント上昇しているが、早期健全化

基準である25.0％を下回っている。 

将来負担比率は24.9％で、前年度に比べ1.0ポイント低下しており、早期健全化基準

である400.0％を下回っている。 

以上のとおり、健全化判断比率については、いずれも早期健全化基準を下回ってい

ることから、引き続き適正な行財政運営に努めていただきたい。 
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令和５年度沖縄県資金不足比率審査意見書 

 

 

１ 審査の対象 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第22条第１項の

規定により、令和６年８月21日付け総財第239号をもって審査に付された令和５年度資

金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査した。 

 

２ 審査の概要 

審査に当たっては、資金不足比率の算定が、関係法令に沿って正確に行われている

か、また、その算定の基礎となる事項を記載した書類が、適正に作成されているかを

主眼として、沖縄県監査委員監査基準（令和２年沖縄県監査委員告示第１号）に準拠

して、その審査を実施した。 

 

３ 審査結果 

審査に付された次の11公営企業会計に係る資金不足比率及びその算定の基礎となる

事項を記載した書類は、法令に適合し、かつ、正確であると認められた。 

 

【資金不足比率】 

 会計名 令和５年度 令和４年度  経営健全化 

基準（％） 
 

①沖縄県水道事業会計 － － 20.0 

②沖縄県工業用水道事業会計 － － 20.0 

③沖縄県病院事業会計 － － 20.0 

④沖縄県流域下水道事業会計 － － 20.0 

⑤沖縄県国際物流拠点産業集積地域 

 那覇地区特別会計 
－ － 20.0 

⑥沖縄県中央卸売市場事業特別会計 － － 20.0 

⑦沖縄県宜野湾港整備事業特別会計 － － 20.0 

⑧沖縄県中城湾港（新港地区）整備 

 事業特別会計 
－ － 20.0 

⑨沖縄県中城湾港（新港地区）臨海 

 部土地造成事業特別会計 
－ － 20.0 

⑩沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海 

 部土地造成事業特別会計 
－ － 20.0 

⑪沖縄県中城湾港マリン・タウン特 

 別会計 
－ － 20.0 

  （注）資金不足比率は、資金の不足額が生じていないため「－」で表示している。 

 

４ 審査意見 

審査した上記11公営企業会計においては、資金の不足額が生じていないため、資金

不足比率は算定されない。 



参考資料 
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健全化判断比率及び資金不足比率 

 

１ 実質赤字比率 

地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率 

実質赤字比率 ＝ 
一般会計等の実質赤字額 

＝ 
（－）  

  標準財政規模 （407,514,427千円） 

 

２ 連結実質赤字比率 

公営企業会計等を含む地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不

足額の標準財政規模に対する比率                       

連結実質赤字比率 ＝ 
連結実質赤字額 

＝ 
（－） 

標準財政規模 （407,514,427千円) 

 

３ 実質公債費比率 

地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模

を基本とした額に対する比率（前３か年の比率の平均） 

 

４ 将来負担比率の状況 

地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、地方公共団体の一

般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率 

 

５ 資金不足比率 

地方公共団体の公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率 

 
いずれの公営企業会計も資金の不足額が生じていないため、資金不足比率は算定さ

れない。 

実質公債費比率
（３か年平均）

＝
    R5　　　  R4       R3

（7.50108＋7.98296＋6.96129）／3＝7.4％

　　　　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

  　－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

＝
実質公債費比率
  (単年度）

（地方債の元利償還金）＋（準元利償還金）

　－（特定財源＋

（標準財政規模）

 (728,950,550千円)－(637,296,100千円)　 91,654,450千円

 (407,514,427千円)－(40,135,407千円) 367,379,020千円

将来負担比率

＝ ＝ × 100 ＝ 24.9％

　　　　　　　　　 ＋基準財政需要額算入見込額）

  　－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

＝

（将来負担額 ）－（充当可能基金＋充当可能特定歳入

（標準財政規模）

資金の不足額

事業の規模
資金不足比率＝



参考資料 
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○比率算定の対象となる範囲

沖 縄 県 農 業 改 良 資 金 特 別 会 計

沖 縄 県 小 規 模 企 業 者 等
設 備 導 入 資 金 特 別 会 計

沖 縄 県 中 小 企 業 振 興 資 金 特 別 会 計

沖 縄 県 下 地 島 空 港 特 別 会 計

沖縄県母子父子寡婦福祉資金特別会計

沖 縄 県 所 有 者 不 明
土 地 管 理 特 別 会 計

沖 縄 県 沿 岸 漁 業 改 善 資 金 特 別 会 計

沖縄県林業･木材産業改善資金特別会計

沖 縄 県 産 業 振 興 基 金 特 別 会 計

沖 縄 県 公 債 管 理 特 別 会 計

沖 縄 県 駐 車 場 事 業 特 別 会 計

沖 縄 県 国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計

沖 縄 県 水 道 事 業 会 計

沖 縄 県 工 業 用 水 道 事 業 会 計

沖 縄 県 病 院 事 業 会 計

沖 縄 県 流 域 下 水 道 事 業 会 計

沖 縄 県 国 際 物 流 拠 点 産 業 集 積 地 域
那 覇 地 区 特 別 会 計

沖 縄 県 中 央 卸 売 市 場 事 業 特 別 会 計

沖 縄 県 宜 野 湾 港 整 備 事 業 特 別 会 計

沖 縄 県 中 城 湾 港 （ 新 港 地 区 ）
整 備 事 業 特 別 会 計

沖 縄 県 中 城 湾 港 （ 新 港 地 区 ）
臨 海 部 土 地 造 成 事 業 特 別 会 計

沖 縄 県 中 城 湾 港 （ 泡 瀬 地 区 ）
臨 海 部 土 地 造 成 事 業 特 別 会 計

沖 縄 県 中 城 湾 港 マ リ ン ・ タ ウ ン
特 別 会 計

沖 縄 県 離 島 医 療 組 合

那 覇 港 管 理 組 合

沖 縄 県 北 部 医 療 組 合

沖 縄 県 土 地 開 発 公 社

公 立 大 学 法 人 沖 縄 県 立 芸 術 大 学

公 立 大 学 法 人 沖 縄 県 立 看 護 大 学

沖 縄 県 産 業 振 興 公 社

沖 縄 県 信 用 保 証 協 会

沖 縄 県 農 業 振 興 公 社

一 部 事 務 組 合

地 方 公 社 ・
第 三セ クタ ー等

一
般
会
計
等

一　　般　　会　　計

一般会計等に
属する特別会
計

公
営
事
業
会
計

一般会計等以外の

特別会計のうち公

営企業に係る特別

会計以外の 会計

公
営
企
業
会
計

法
適
用

宅
地
造
成
事
業
以
外

法
非
適
用
（

特
別
会
計
）

宅
地
造
成
事
業

実

質

赤

字

比

率 連

結

実

質

赤

字

比

率

実

質

公

債

費

比

率
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比

率
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